
 

 

ております。 このような現状を受けて、財務省は、「地域連携薬

局の認定を受けていること」を地域支援体制加算の要件にするよ

う提言しております。 

また、地域支援体制加算 1 又は 2 を算定するためには、調剤

基本料 1 であることが必要ですが、調剤基本料 1 の薬局は基本

的には処方箋集中率が 85%以下の薬局ですが、それ以上の集中

率の薬局でも「医療資源の少ない地域に所在する薬局」と厚生労

働省告示第 53 号で定められている薬局であれば加算 1 が認め

られていることからも、財務省は「処方箋集中率の高い薬局は、

原則として「調剤基本料 1」の対象から除外する」など、算定要

件の見直しを提言しております。 

財務省が行った 2022 年度予算執行調査結果が６月３０日に

公表されました。調査は、地域支援体制加算の算定薬局の実態や

施設基準について、地域包括ケアシステムの中で地域医療に貢献

する薬局を適切に評価するための要件になっているかを調べた

ものです。 

その調査結果を受けて、財務省は、「地域支援体制加算 1 又は

2」を算定する要件(図 1)が、調剤基本料 1 を算定する薬局では

大幅に緩和されていること、さらに要件自体の実績も地域医療に

貢献する目的として有効に機能していないと指摘しています。さ

らに、地域支援体制加算を算定した薬局のうちで地域連携薬局と

して認定されている薬局は僅か8％にとどまっているとも言及し 
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もし、このような提言が現実のものになったとしたら、表 1 に

示した当社での調剤基本料 1 の算定薬局は、地域連携薬局でなけ

れば、あるいは集中率が 85％以下でなければ、調剤基本料 1 も

地域支援体制加算も算定できなくなります。 

では次回の改定から「地域連携薬局」を取得していないと“地

域支援体制加算”を取得できなくなるのかというと、私はその可

能性は低いと考えています。あくまで財務省からの提案であり、

実際議論するのは中医協です。日薬も大反対するでしょう。しか

し、過去の事例から見ても、財務省はかなり突っ込んだ提案をす

る事が多く、昨年４月の改定でも、薬局の収益構造が調剤基本料

や調剤量に依存しているため、対物業務から対人業務への構造転

換を後押しする調剤報酬にすべきであるとの提言によって、それ

までの調剤量が調剤管理料（対人）と薬剤調製料（対物）に分割

されたとか、リフィル処が導入されたなど、財務省の提案は遅か

れ早かれ実現すると思っていてもいいと思います。ですので、今

後の変化に備えるためにも、医療機関への情報提供（ﾄﾚｰｼﾝｸﾞﾚﾎﾟ

ｰﾄなど）や在宅対応などについて、地域連携薬局と認定されるた

めの要件（実績）を達成できるように、業務の方法などを会社と

共に考えることが必要であると思います。 
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 ＜ 調剤報酬（最近の話題） ＞   地域支援体制加算の算定要件に「地域連携薬局であること」 

表 1．当社の調剤基本料 1 算定薬局と地域支援体制加算 


